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1. ǾǧȐǺ
世界問題研究所主催のアメリカニズムに関する国際会議に参加でき、光栄に存じます。さて、「ア
メリカニズム」と銘打っていますが、今日の国際情勢の中で「アメリカニズム」を論じると結局は「反
アメリカニズム」に行き着いてしまうのです。この反アメリカニズムというのは近年流行のテーマで
して、今回の基調講演でもかなりの比重を占めておりました。反アメリカニズムといっても、一言で
は表しにくい、ちょっと分かりにくい現象です。ですが、現代のアメリカそして国際社会におけるそ
の役割に対して様々な批評が個人、集団両方のレベルからなされていますから、大まかなところは掴
んでいただけるでしょう。それらの批評は大体、アメリカの影響が世界情勢の中でどうしようもなく
大きくなっていくこと―これが覇権主義ですとか帝国主義とか呼ばれるわけですが―、またいわ
ゆる「国際法」や自国の決定に相容れない規範に従わない姿勢―すなわち単独行動主義―、こう
したアメリカの姿勢を批判しているものが多いのです。
さてこうした批判はきまって、国際政治の構造が必ず段階を踏んで進歩を遂げていく、という見方
をします。すなわち、異質な国家の集まりに始まり、地域連合としての団結、最終的には単一の超国
家的共同体としてまとまることを良しとする考えです。この理屈ですと、かつてヨーロッパで、次い
で他の地域においても、帝国主義と古典的なヨーロッパの国家主権主義に必然的に付随してきた国家
紛争の近代の歴史が証明しているように、国家とは失敗である、良くてせいぜい、より大きな政治秩
序への通過点にすぎないという解釈になります。さらに、この見方では商業࡮金融の分野でのグロー
バリゼーションは国家の限界をさらに裏付けるものと考えられています。多国籍企業が、法律的࡮現
実的両面において主権国家が力を発揮する範囲࡮国境の枠を超えた経済活動を行っているという現実
がその証拠だというのです。それゆえに、こうした活動を何らかの超国家的な国際組織に従属させね
ばならない、というのが彼らの論理です。
ですが、こうした見方の根拠になっているのは、実は世界経済の実態を正しく捉えていない憶測や
思い込みばかりなのです。まず一つ目に国際法に関する思い込みがあります。商業࡮金融の分野にお
けるグローバリゼーションが成功したのは、超国家的な法の概念があったからなどではありません。
それは、まず国家࡮地方レベルの法制度を契約にあたってつぎはぎしたようなもので、取引や市場の
参加者が「そのつど」作りだし、同意してできたものなのです。グローバリゼーションが成功したの
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は、まずなによりも関係者が予測可能なものとしての国家の司法体系や実施機関を確実に信頼できる
からなのです。またそのような法制度の多くが自由市場を支えることで、革新的な取引や関係が構築
され、彼らの商取引上の目的の達成が容易になるからなのです。これは需要に最も適った法制度の適
用によってなされています。
今ひとつの神話は、力のある大国は何らかの新しい超国家的な組織によってコントロールされない
限り、自国の社会的࡮経済的規範を望みもしない国際社会に押しつけることになる、というものです。
そしてアメリカこそは現存する唯一の超大国であり、こうした対象として扱わねばならない、という
ものです。ですが実際には、世界経済の中でアメリカの企業や人材が圧倒的な存在感を示しているの
は、ここまでアメリカの企業が国内自由市場、また地域࡮世界市場での激しい競争を生き残り、勝ち
抜く過程で開拓してきた法律࡮金融࡮ビジネス面での専門知識を他の国が利用しようとしてきたこと
に大きく起因するのです。
こうした思い込みを順に考察することで、今日の世界情勢におけるアメリカニズムのもっと害のな
い、むしろ明らかにポジティブな面が浮かび上がってくるのです。一方の反アメリカニズムとはバラ
バラのイデオロギーの継ぎ合わせに過ぎず、それを信奉し、研究する人々が一般に考えているよりは
ずっと内向きで、かつ利害に左右されやすい思想なのです。反アメリカニズムを論じるには、その矛
先にあげられるアメリカの欠陥なるものに注目するより、むしろ反アメリカニズムを構成する様々な
イデオロギーの始まりやきっかけ、特徴などを分析する方が良いのではないでしょうか。
2. ࡛⭾ᗕǷǓǕ᱌◊
私はアメリカ人弁護士として海外で暮らし、国際商業࡮金融取引の現場で仕事をしております。と
いいますと、私がさもグローバリゼーションの最前線で働いている「国際派弁護士」のように聞こえ
るかもしれません。でも、実際のところ私は「国際法」などというものに全く馴染みがないのです。
今や、国家の枠を超えた多国籍企業や金融機関、国際組織が一杯あるように見えますから、グローバ
ル化した経済は国家からの影響を受けないということを既成事実として受け止めている人には意外に
聞こえるでしょうね。ブルンクホルスト教授の素晴らしい講演では、「われわれはグローバルな規模
の機能システムを初めて目の当たりにするのだ」というお話がございました1)。また、機能システム
がグローバル化することで、超国家的機関の発達が必要になった、ということでもありました。教授
が分析される通り、「世界法と世界経済は、国家の枠を超えて自らの組織をつくり、一個の共同体の
政治࡮司法構造を国家から切り離した」のであります2)。結果として、国際ビジネス࡮商業の場にお
1) ハウケ࡮ブルンクホルスト、「アメリカニズムとヨーロッパ―西洋の分裂と東アジアの未来―」、世界問題
研究所国際シンポジウム、2006年 3月
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いて裸になった国家の問題が再浮上してきます。なぜなら、教授も仰るように、「国境を越えて世界
的に広まったターボ資本主義の『ポストナショナルな布置状況』（J. Habermas）において、まだ国家
の枠に収まっている後期資本主義の正当性という問題がまた表面化してくる」からです3)。
経済のグローバル化は現実に成功を収めてきたわけですが、それが国家という構造から切り離され
てきたことが理由ではないと私は考えます。むしろ、既に確立され予測可能な国家レベルの法的概念
があり、その下で多様かつダイナミックな国際取引が可能であったからこそ経済はグローバル化でき
たのです。商業取引が前提条件として必要とするのは次の三つです。1. 取引を支配する明確なルール。
2. 紛争の際に如何にそのルールを解釈し、適用するかの判断が予測できる事。3. ルールの違反や不履
行の際には、合意に基づいた体系と手続きのもとで義務の履行を保証するべく、取引の当事者やその
資産に対して物理的力の行使を可能にする事、の 3つです。これはまさに純粋に国内的な取引なので
す。地方࡮国家が管轄する法が適用されるのです。適切な準拠法の範囲内での契約の下、追加࡮補足
的な取り決めも行われます。広く認められた司法組織が存在し紛争を裁定する（あるいは代替措置を
出す）、そして司法体系の中において取引参加者やその資産が具体的に位置づけられていることで、
国家の執行権が、違反や不履行の際にきちんと機能することになるのです。
さらに国際取引の当事者が直面する困難として、彼らやその資産が異なる司法制度࡮組織の管轄内
にあることが多いということが挙げられます。ですが、国家を超えたレベルでの法的な解決策はまだ
できていません。かわりに、国際取引の参加者は互いの合意の下、国家レベルでの司法システム独自
の良い点を生かして様々な国出身の当事者が安心できる構造を作ることで、取引のリスクを詳細に調
べ、個々に解決してきました。こうして様々な国の法律を選んで国際取引に適用できることは、取引
の関係が効率的になるという利点もあるのです。一例をあげると、複雑な国際取引を容易にする特別
目的会社をケイマン諸島のようなタックスヘイブンに設立することが考えられます。ここでは税金が
かからない上に法制度も発達していて、英国の属領ゆえ国際取引に際してもロンドンの司法委員会へ
の上訴がしやすいという利点があります。また、初期段階の取引文書の作成には、ニューヨークの法
律がぴったりという具合です。ニューヨークでは商法が精巧にできており、裁判所も複雑な金融取引
になれているからです。実際、ここでは、直接ニューヨークと関係のない取引の参加者たちに対して
すらもニューヨーク州の法律を契約準拠法として定める事を許可しているので、こうしたことも簡単
にできるのです4)。さらには、取引の当事者は国際市場やその他の組織の定める規範に自主的に従う
こともできます。これはデリバティブ関係の契約書の場合によくあることでして、大半はデリバティ
ブ市場の参加者が設立した国際スワップデリバティブ協会（ISDA）の書式に則って作成されます。
2) Id.
3) Id.
4) New York General Obligations Law, §5-1401 (Choice of Law).
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こんな具合に、複雑な取引の構造は、注意深くえり抜かれた国や州の法律、国際市場の慣例の網の目
の中で出来上がっていくのです。こうした構造はその性質や効果において超国家的ではあるのです
が、中央࡮地方政府の行政に完全に依存するものでもあります。取引の当事者が行政側に信頼をおか
ないことには国際取引の成功はありえないのです。
この事実は複雑なグローバル経済のパラドックスを明らかにしてくれます。グローバル経済の成功
は、国家レベル、時には地方レベルの司法࡮監査システムによって生まれる様々な国の要素が共存で
きるかどうかにかかってくるのです。グローバル化した金融の秩序とは「国境の枠を取り払った」と
ころにあるものではございません。ブルンクホルスト教授もお考えのように、世界金融とは、まず信
頼のおける国家࡮地方政治の構造にしっかり根ざしている事からそのダイナミズム、根源的な力が生
まれるのです。さらにいうと、こうした土台があればこそ、国際取引の場で不正が行われた場合も、
個々の国は国としての権限を完全に保って対処できるのです。例えば、2004年 12月にはアメリカの
証券取引委員会5)（SEC）がヘッジファンドの規制を決定しましたが、これはヘッジファンドの動き
が「合法の範囲内を超えている」と認め、証券取引委員会への登録、規制を義務付けたからなのです。
ヨーロッパで有名な例としては、2001年にゼネラルエレクトリックとハネウェルの合併が検討されま
したが、EUの反トラスト監視機関によって阻止されました6)。この合併はすでにアメリカでは承認さ
れていたにもかかわらずです。こうした決定が賢明かどうかは別として、この例から、多国籍間での
取引が実は国家࡮地方政府からの監視࡮規制から自由ではない事がわかります。
3. ┼ᑤ˩ῲǷǓǕ᱌◊
グローバル経済の根本的な特徴をここに見ることができます。すなわち、国家に深く根ざしたもの
であるというのは問題であるどころか、資本主義のグローバル化を促進する力になるということで
す。さらに、国家と超国家的な組織がうまく共存を保っている現状を見て、こうした意見を持つ人が
本当に恐れているのは、司法その他の分野で超国家的組織が誕生してしまうことなのです。そんな組
織は様々な取引や経済活動に超国家的司法権を行使して、国際市場を合理化するどころか駄目にする
でしょうから。ブルンクホルスト教授のお話で、機能システムを統御する手段としてのソビエト࡮シ
ステムの弱みは「生産性を犠牲にしている」7)ことだという的を射たご指摘がありました。同様に、世
界を舞台に活躍するアメリカの経済人たちは、現在司法࡮金融システムの分野での自由市場の成長を
高く評価する一方で、国家の司法制度は超国家的組織の下にのみこまれてしまうと自由な活動ができ
5) U.S. Securities and Exchange Commission, Final Rule: Registration under the Advisers Act of Certain Hedge Fund Advis-
ers; Rel No. IA-2333 (Dec. 2, 2004), <http://www.sec.gov/rules/fi nal/ia-2333.pdf.>.
6) Case No. COMP/M.2220 General Electric/Honeywell, Commission decision of 3 July 2001.
7) Brunkhorst, supra note 1.
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なくなるのではという懸念を持っています。彼らの恐れるのは、利害関係のある市場参加者が手順を
ふんで市場でのニーズに応じて契約の上で合意するのではなく、別の超国家的組織が台頭する事で
す。そうした超国家的組織の例として、国際産業団体や自主規制機関などがあります。
世界の自由市場システムへの参加が不完全な国がこうした超国家的組織作りを支持するとなると、
懸念は深刻な不信感となります。ブルンクホルスト教授、またフィニ氏が述べたような、「世界中の
すべての国を巻き込んだ容赦のない経済競争」という世間一般の受け取り方とは裏腹に、実は自由市
場のグローバル化はせいぜい現在進行中といったところなのです8)。ヘリテージ財団発表の 2006年経
済自由化指数によると、「自由」「概ね自由」と格付けされたのは 157カ国中わずか 72カ国にすぎま
せん。残りの国々は「不自由」「概ね不自由」の範疇なのです9)。経済自由化を徐々に進めるべく、ア
メリカは中国のような自由化の遅れた国々に対し、より活発に、オープンに、かつ透明性をもって世
界の資本主義システムに参加するよう呼びかけています。着実な経済改革を、そして究極的には民主
化を進めていけば、先例のない富と発展の機会が得られるとアピールするわけですね。さて、世界の
自由市場に広範かつ多国籍な政治࡮司法組織の存在を押しつけることへ反対するもう一つの理由をこ
こに見ることができます。つまり、現在発展中の世界の経済秩序にあって、自由化の進まない国に超
国家的組織の中で勢力を振るわれると、改革への妨げになるのではないかという懸念があるからなの
です。
世界の資本主義経済システムとは、国家࡮地方レベルの司法制度に立脚した自由市場の参加者たち
が結んだ契約関係が織り成す複雑なタペストリーのようなものです。こう考えますと、アメリカ人が
世界市場の中で抜群の存在感を示しているのはアメリカの中にある膨張主義の思想ゆえなどではな
く、国際取引の参加者たちが司法࡮金融面でアメリカ人の顧問を求めた結果偶然そうなっただけのこ
とです。多くの国の司法制度が複雑に絡み合う世界経済の中で成功を目指す者に対して、専門知識と
取引の経験を生かしたアドバイスができるのがアメリカ人なのですから当然です。世界的࡮地域的市
場に関する数字をつぶさに見てみますと、国際金融取引の参加者たちが揃ってアメリカ人の財務࡮法
律顧問を求める傾向がある、しかもアメリカとかかわりのないビジネスの場合ですらも、という事実
を理解する一助になると思います。
企業の吸収合併に関するデータは、世界的なデータとして質が高く、この種の取引は多国籍性が強
いので参考になります。このデータによると、2005年に世界的に発表された吸収合併のうち、金額
ベースで上位 10の内 7の法律顧問がアメリカの法律事務所だったということです10)。同じデータを金
額でなく件数から見ますと、多少顔ぶれは変わってきてはいますが、またしても 10のうち 7がアメ
8) マッシモ࡮フィニ、「アメリカニズムと反アメリカニズム―ヨーロッパの立場―」、世界問題研究所国際シ
ンポジウム、2006年 3月。
9) Marc A. Miles, Kim R. Holmes, and Mary Anastasia O’Grady, 2006 Index of Economic Freedom (Washington, D.C.: The 
Heritage Foundation and Dow Jones & Company, Inc., 2006), <http://www.heritage.org/research/features/index/>.
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リカの事務所です11)。金額ベースで発表されたものも含め、国際吸収合併取引に関しては、2005年に
は 10のうち 6がアメリカの法律事務所でした12)。さらに顕著なのは、ヨーロッパでの吸収合併では、
これは買収する、または買収される企業のいずれかがヨーロッパ系というものも含めてですが、金額
ベースでトップ 10のうち 6の法律事務所がアメリカのものでした13)。会計顧問に関するデータでも同
様にアメリカの事務所が目立った強さを見せています14)。
これらのデータは、アメリカの法律࡮会計顧問が世界的ビジネス࡮金融の市場で高い評価を得てお
り、それぞれの地元の事務所よりも好んで選ばれているということを示しているのです。
公のデータを鵜呑みにしない人なら、ヨーロッパの吸収合併取引において、これほどアメリカの法
律顧問が選ばれているのは、そうした取引で根底的なアメリカとのつながりが相当影響しているので
はないかとお思いでしょう。例えばヨーロッパの企業の買収でも、買収する側がアメリカの企業であ
れば、取引の参加者がアメリカの法律顧問を選ぶかもしれないからといった具合です。このような偏
りをなくすため、2005年に発表されたヨーロッパでの吸収合併取引のうち、買収元か買収先がアメリ
カ企業というものを除いてデータを分析しました。すると、それでもまだ金額ベースでトップ 10の
うちでは 4つの、上位 20まで入れるとそのうち半分がアメリカの法律事務所だったのです15)。ですの
で、アメリカに大きなつながりのない吸収合併においてさえ、取引の参加者はアメリカの法律事務所
を選んでいるというわけです。
こうしたデータから、世界経済においてアメリカの勢力が抜きん出ているのは、アメリカが事実上
の超大国の地位を得ているから、というのではなく、むしろアメリカの顧問が優れた技術や経験を
持っているからだと言うことができます。ブルンクホルスト教授のお言葉を借りれば、競争の激しい
「ターボ資本主義」の世界市場において、取引の参加者たちは好きな顧問を選ぶことができるからで
す。こう考えますと、グローバリゼーションの中にあって、アメリカの役割が拡大し続けているのは
何か新しい覇権主義の押し付けなどというより、むしろヨーロッパやアジアを初めとする外国の取引
参加者から望まれた上で自発的に関わっているからという見方ができます。このように、絶えざる刺
激と協力的な参加をするという形の方が、超国家的な防壁とでもいうものを押し付けるよりは、経済
的自由の実現を可能にするグローバルな機能的秩序を達成するための道としては適切でしょう。
10) Bloomberg L. P., “Bloomberg 2005 Global Legal Mergers & Acquisitions Rankings”, dated January 3, 2006, p. 7 (M&A 
 Legal Advisory League Table: Global Announced Deals, Ranked by Volume).
11) Id., p. 8 (M&A Legal Advisory League Table: Global Announced Deals, Ranked by Count).
12) Id., p. 13 (M&A Legal Advisory League Table: Cross Border Global Announced Deals, Ranked by Volume).
13) Id., p. 19 (M&A Legal Advisory League Table: Europe Announced Deals, European Target or Seller, Ranked by Volume).
14) 例として以下を参照。Dealogic, “Dealogic M&A Review”, dated January 4, 2006, p. 17 (Announced League Tables: 
Global Announced M&A and European Announced M&A).
15) 買収する側もしくはされる側のいずれかが米系企業という取引を除外するため、Thomson Financialが集計した
2005年度発表の吸収合併に関する世界的データを使用。
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国際取引の場でアメリカ人の顧問が求められている結果として、一般に国際ビジネス࡮金融の市場
で反米感情は感じられません。実際のところ、世界市場で抑制されているのは反米感情だけではない
のです。経済自由化が進むにつれ、資本や労働力、モノの流れも活発になります。そうなることで競
争も増し、また成長中の新しい市場での機会も増加します。こうした状況下では、国家、地域、もし
くは地元にこだわる先入観から慎重に距離を置いて経済活動を行える者が成功を掴むのです。先入観
にとらわれていると経済活動の幅も限られてきますし、機会も限定されてコストがかさみます。その
結果として潜在的な顧客を逃し、大量࡮低コスト生産で効率性を増すことも難しく、物資や財源その
他サービスへのアクセスも悪くなってしまうのです。また、一般に世界的な競争が激しくなる中で、
こうした先入観から抜け出せない企業はライバルに遅れをとり、ひいては企業としての長期的な見通
しや存在ですらも危うくなってしまうのです。先入観を持つ事とは世界市場においては不利益をこう
むることなのです。
いずれにせよここまで述べてきましたとおり、グローバリゼーションとはまだ達成からは程遠い状
態なのが現実であって、そこに国家や地域にこだわる先入観が市場に入りこんできますと当事者すべ
てにマイナスの影響を及ぼす事もよくあります。例えば中国では、戦後の国家的アイデンティティ形
成の一環として、反日࡮反米感情を国民に植え付けてきました。しかし、2005年 4月の反日デモで結
果として国際的に面目を失ったのは中国の方でしたし、さらに肝心なことには、中国の政治的リスク
を重く見た日本やその他の国の国際的企業、金融機関、政府が他の国への投資のシフトを模索するよ
うになったのです。この種の先入観がまたしても思わぬ結果をもたらしたのは同じく 2005年の後半
のことです。中国海洋石油公司が米ユノカル社の買収に乗り出したものの、ユノカルの取締役会の反
対もあって失敗しましたが、こうした中国に対するアメリカの反発は、もとは中国側の反米的な先入
観が招いたものなのです。こうなると連鎖的にまた損をする人が出るわけで、アメリカの中国に対す
る反発によって、結局ユノカルの株主たちは自らのための選択を下す機会を失ってしまったのです。
この例で注目すべきなのは、国家࡮民間を問わず先入観を持ちそれを行動に表してしまうと、国࡮地
域レベルの経済およびそのシステムの効率性、発展を勿体無くも阻害してしまうということなのです。
したがって、反アメリカニズムという今や馴染みの現象を分析するには注意が必要です。世界のビ
ジネス࡮金融市場ではアメリカが際立った影響力を有しており、またこれらの市場の発展࡮繁栄は
様々な国家やその他のレベルの司法構造のもとで築かれているのですが、こうした状況は超国家的組
織などという押し付けの規範によるものではなく、あくまで国際取引参加者の合意と創造性があって
こそ実現されているというのは、ここまでの説明でご納得いただけるでしょう。さらに、グローバル
化の中に先入観はそぐわないものでもあります。こう考えますと、様々な所で声高に叫ばれる反アメ
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リカニズムとはかなり限定された現象というべきものでして、理性的なものというよりは、それら固
有のルーツ、しかもしばしばローカルなものからよってきたる現象に過ぎないのです。
ここからは当発表の扱う範囲を超えてしまいますが、反アメリカニズムに見える先入観を潜在的な
意図やイデオロギーとのつながりから検証しながら、反アメリカニズムの様々な現象を列挙、再構築
すれば学者にとって建設的な研究の源となり、今後新しい研究分野を拓くものとなるでしょう。例え
ば、様々な集団や個人が「帝国主義」「覇権主義」という既に馴染みの概念を新しいものにし、現代ア
メリカ社会や政治の用語として当てはめようとしてこれほどの熱意を傾けるのはなぜか ?　これらの
単語がいかなる感情を引き起こし、元の意味をゆがめてアメリカ叩きに使われるに至ったのか ?　さ
らに、アメリカが外交上関わった多国籍的フォーラムを意図的に除外して、如何にして‘multilateral’
という語の新しい概念を作ったのか ?　というのも面白いテーマです。この‘multilateral’という語は
再定義の結果、国連や京都議定書という非常に限られた一部の国際組織や手続きを介してとられた行
動にのみ使われるようになったのです。NATO（20世紀でもっとも成功した国際組織です）やWTO、
IMF、世界銀行といった反アメリカニズムの立場からは嘲笑される事の多い組織に対するアメリカの
貢献は見過ごされがちです。一方、‘unilateral’（単独行動主義的）という語がなぜか従来の枠組みの
外での多国間協力を指して使われているのです。既存の枠組みへの代替案を提供しようとする多国間
的な組織や努力が貶められているのです。
世界情勢におけるアメリカの役割はもっと慎重に論じられてよいものです。そしてヨーロッパやそ
の他の場所における反米的な潮流を理解するためには、まず自らの内へ鏡を向けるという内省的な姿
勢が一助になるかもしれません。
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Americanism in Global Markets
Bradley K. EDMISTER
I. Introduction
It’s a pleasure to be participating at the Institute of World Affairs’ conference on Americanism. Although 
identifi ed as a conference on “Americanism”, any study of Americanism in international affairs today must even-
tually engage the phenomenon of “anti-Americanism”, a topic fashionable in recent years and which occupied, in 
different ways, a good portion of each of this conference’s keynote speeches. Although anti-Americanism is 
hardly a homogenous or readily identifi able phenomenon, one can identify broad themes put forth by individuals 
and groups engaged in various forms of contemporary critique of the United States and its role in global society, 
generally lamenting the seemingly irresistible and expanding infl uence of the United States in one or another 
aspect of world affairs (variously described as “hegemony” or “imperialism”) and the perceived unwillingness of 
the United States to subject itself to something called “international law” or to other binding norms external to its 
own national self-determination (often described as “unilateralism”). These critiques typically rely on a view of 
international political structure as an inevitable progression from disparate nation states, to regional federal 
unions, to (it is hoped) a single, collective supranational organization. In this view, the nation state is a failure, as 
evidenced by the modern history of imperialism and national confl ict necessarily attendant to classic European 
statism, both within Europe and as subsequently exported. At best the national system is a waystation to some 
greater form of human political order. The globalization of commercial and fi nancial markets is viewed as further 
evidencing the limitations of the nation state by heralding the arrival of a supranational economy of transnational 
actors operating beyond the parameters within which the legal or practical power of sovereign states can be exer-
cised, thus necessitating a submission of such forces to some transcendent international organization.
This vision depends, however, on a series of myths and assumptions that belie the actual workings of the 
functional global economy. The fi rst is the myth of international law. Globalization of commercial and fi nancial 
markets has succeeded not on the heels of expanding transnational legal concepts, but instead as a complex con-
tractual patchwork of largely national and local legal structures constructed and agreed ad hoc among transaction 
and market participants. Globalization is successful precisely because parties have clear recourse to predictable 
national judicial and enforcement bodies and a plurality of such legal systems available to support a free market 
for structuring innovative transactions and relationships that facilitate their commercial goals, applying the laws 
of jurisdictions that best meet their needs. Another myth is that successful national powers will inevitably impose 
their internal social and economic norms on an undesirous global community, unless brought to bear through 
some new supranational organization—and the United States represents the lone remaining national superpower 
at which such energy must be directed. In fact, the conspicuous presence of American companies and profession-
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als in the global economy is largely an outgrowth of the desire of other national actors to take advantage, vari-
ously, of the legal, fi nancial and commercial expertise that successful American fi rms have pioneered in the pro-
cess of surviving and dominating an intensely competitive domestic free market and regional and global markets 
as they have opened for business.
By exploring these myths in turn, a more benign, indeed decidedly more positive picture of Americanism in 
contemporary world affairs comes into focus. On the other hand, anti-American movements are revealed as a dis-
parate collage of myriad fragmented ideologies, much more introspective and responsive to their own interests 
than is widely perceived by those who support or study such currents, and which can perhaps best be analyzed 
and studied not through the exploration of alleged defi ciencies in the target of their prejudice, the United States, 
but separately as products of their own unique origins, motivations and characteristics.
II. The Myth of International Law
As an American lawyer living abroad and active in international commercial and fi nancial transactions, I am 
perhaps close to what most laypersons would imagine as an “international lawyer” practicing on the front lines of 
globalization. Nevertheless, I have never experienced anything akin to “international law”. This may be counter-
intuitive to those who look at the world economy, replete with seemingly stateless multinational corporate enti-
ties, fi nancial institutions and organizations and see what they perceive to be a robust, globalized economy 
detached from national infl uences as a fait accompli. Professor Brunkhorst, in his excellent speech, proclaimed 
boldly, “For the fi rst time, we witness ... completely globalized functional systems”.1) Moreover, the globalization 
of functional systems, it is suggested, has necessitated the development of extra-national organs. As he analyzed, 
“global law and world politics have established their own organizations beyond the state and have caused a 
detaching of a community’s politico-legal constitution from the state”.2) In international business and commerce, 
the problem of the denuded state consequently reemerges, because, as he concludes, “the legitimation problem of 
late capitalism as still bound to the nation state has resurfaced in the ‘post-national constellation’ (J. Habermas) 
of the globally debordered turbo-capitalism”.3)
I believe that economic globalization has in fact been successful, not because of any such detachment from 
national structures, but precisely because of its continued grounding to predictable and established national legal 
and jurisdictional concepts and the diversity and dynamism that such attachments have provided to international 
transaction participants. Commercial transactions require as a prerequisite three fundamentals: a clear set of rules 
to govern the transaction, a predictable forum for interpreting and applying the rules in case of dispute, and an 
ability to exercise physical power, through agreed entities and procedures, over relevant transaction participants 
or their assets to ensure satisfaction in the event of breaches or defaults. This is straightforward in purely domestic 
transactions. The laws of the relevant local and national jurisdictions apply. Additional or substitute arrangements 
1) Hauke Brunkhorst, “American and Europe, the Rift Within the West and the Future of East Asia”, delivered at the Institute 
of Word Affairs, Conference on Americanism, March 2006.
2) Id.
3) Id. Emphasis in original.
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are made by contract within the context of the applicable governing laws. Well understood judicial forums exist 
to adjudicate disputes (or alternative dispute resolution may be elected), and the physical presence of parties and 
their assets within the jurisdiction allows the executive powers of the state to be effectively brought to bear in the 
event of breaches or defaults.
Participants in international transactions face the added diffi culty that the parties and their assets are often 
physically located within different jurisdictions applying differing legal systems. This has not, however, engen-
dered supranational legal solutions. Instead, parties to international transactions, by mutual assent, have created 
structures that provide comfort to various participants by taking advantage of the unique features of national legal 
systems in order to dissect and separately address transaction risks. Moreover, the ability to choose various 
national laws to apply to portions of transactions makes transnational relationships effi cient. For example, special 
purpose companies facilitating complex international transactions might be established in a tax neutral offshore 
jurisdiction (to avoid uneconomic depletion of cash fl ows), such as the Cayman Islands, which has no mechanism 
for taxation and a well-developed legal system tailored to support such transactions, with ultimate appeals to the 
Privy Counsel in London. New York law might be selected for primary transaction documents, because of the 
sophistication of its commercial laws and experience of New York courts with complex fi nancial transactions. 
The State of New York facilitates such arrangements by permitting parties to specify New York law as the gov-
erning law for their contracts, even when their agreements bear no reasonable relation to New York.4) Addition-
ally, parties may voluntarily choose to adhere to norms established by international market or other organizations. 
This is the case with derivative contracts, which are largely drafted based on forms of the International Swaps and 
Derivatives Association, an international body established by derivative market participants. In this manner, com-
plex transnational structures are created within a carefully selected web of national and state laws and interna-
tional market practice. These structures are supranational in nature and effect, yet entirely dependent on the active 
administration of national and local governments. Only the confi dence of parties in those institutions allows inter-
national transactions to succeed.
This reveals the paradox of the complex global economy. Its success depends necessarily on a symbiosis in 
which transnational effects are achieved through purely national, even local, legal and regulatory systems. Far 
from “eluding border controls”, as surmised by Professor Brunkhorst, the global fi nancial order draws its dyna-
mism, indeed its very life force, from its secure grounding in trusted national and local political structures. More-
over, because of this grounding, individual nations maintain full power to detect and address any perceived 
abuses in the transnational sphere. For example, the U.S. Securities and Exchange Commission in December 
20045) reversed a policy not to regulate hedge funds, due to perceptions of their acting “above the law”, requiring 
them to register with and be regulated by the Commission. In Europe, General Electric famously saw its proposed 
merger with Honeywell in 2001 blocked by European Union anti-trust authorities,6) despite approval in the United 
4) New York General Obligations Law, §5-1401 (Choice of law).
5) U.S. Securities and Exchange Commission, Final Rule: Registration under the Advisers Act of Certain Hedge Fund Advisers; 
Rel No. IA-2333 (Dec. 2, 2004), available at <http://www.sec.gov/rules/fi nal/ia-2333.pdf>.
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States, demonstrating that multinational transactions in fact remain closely monitored and regulated by national 
and local authorities (whatever one thinks of the wisdom of such decisions).
III. The Myth of Hegemony
Herein lies a fundamental feature of the global economy: that a fi rm grounding to nation states, far from 
being the problem, is the turbo-charging force that energizes global capitalism. Moreover, proponents of this 
 system, recognizing the success of the current symbiotic relationship between nation states and transnational 
structures, share a genuine fear that attempts to manufacture supranational legal or other institutions that purport 
to exercise transnational jurisdiction over classes of transactions or economic activity would stultify rather than 
rationalize international markets. Professor Brunkhorst correctly identifi ed the weakness of the Soviet system as 
the control of functional systems “at the price of their productivity”.7) In the same manner, American economic 
actors in the global community treasure the current developing free market of legal and fi nancial systems while 
fearing the potentially stifl ing impact of efforts to subsume national legal systems under any supranational organi-
zation through any process other than the orderly contractual agreement of interested market participants in 
response to perceived market needs, for example, in the creation of international industry groups or self-regula-
tory organizations.
This fear becomes acute distrust when the sponsors of such projects include nations that have not fully 
joined the global free market system. Far from being the established fact heralded by Professor Brunkhorst, or 
“the ruthless economic struggle that embroils every country in the world”, as surmised by Mr. Fini,8) globalization 
of free markets is at best a work in progress. Only 72 of the 157 nations analyzed in the 2006 Index of Economic 
Freedom, published by The Heritage Foundation and Dow Jones & Company, Inc., received ratings of “free” or 
“mostly free”, the rest being classifi ed as “unfree” or “mostly unfree”.9) In order to gradually expand economic 
freedom, the United States seeks to entice less free nations, such as China, to participate more actively, openly 
and transparently in the global capitalist system by demonstrating the unprecedented wealth generation and devel-
opment opportunities available, provided that prospective participants engage in steady economic and, ultimately, 
democratic reform. Herein lies another reason for resistance to the creation of broad, mulitnational political and 
legal organizations to superimpose upon global free markets, namely, a genuine skepticism that allowing non-free 
nations to exert jurisdictional power over the developing global economic order would potentially dilute this 
inducement to reform.
With the recognition of the global capitalist economic system as an intricate tapestry of contractual relation-
ships among willing participants grounded in a free market of national and local legal systems, the conspicuous 
6) Case No. COMP/M.2220 General Electric/Honeywell, Commission decision of 3 July 2001.
7) Brunkhorst, supra note 1.
8) Massimo Fini, “Americanism and Anti-Americanism: The Role of Europe”, delivered at the Institute of Word Affairs, Con-
ference on Americanism, March 2006.
9) Marc A. Miles, Kim R. Holmes, and Mary Anastasia O’Grady, 2006 Index of Economic Freedom (Washington, D.C.: The 
Heritage Foundation and Dow Jones & Company, Inc., 2006), available at <http://www.heritage.org/research/features/
index/>.
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presence of Americans in global markets comes into focus not as a product of some internally organized manifest 
destiny, but as the fortuitous outcome of a preference among international transaction participants for American 
legal and fi nancial advisors, given the professional technology and dealmaking experience such advisors pro-
vide to parties seeking to succeed in the complex multi-jurisdictional environments of the global economy. An 
examination of statistics for global and regional markets will help illuminate this participation and the unique 
preference of commercial and fi nancial transaction participants for American legal and fi nancial advisors for their 
international transactions, even when their business has no connection to the United States.
Data from mergers and acquisitions provides a useful touchstone, because of the existence of quality global 
data and the multinational character of many such transactions. This data shows that seven of the top ten legal 
advisors globally in announced mergers and acquisitions by value in 2005 were American law fi rms.10) When the 
data is analyzed by numbers of deals, rather than value, once again, seven of the top ten fi rms globally are Ameri-
can, though some different fi rms make the list.11) For cross-border M&A transactions, including announced trans-
actions ranked by value, six of the top ten fi rms globally in 2005 were American.12) More strikingly, in European 
M&A transactions, including announced transactions with a European target or seller ranked by value, six of the 
top ten legal advisors were American law fi rms.13) Data for fi nancial advisors similarly shows a strong bias toward 
American fi rms.14)
These fi gures lend statistical evidence to the proposition that American legal and fi nancial advisors com-
mand a high degree of respect in global commercial and fi nancial markets and are frequently selected in prefer-
ence of advisors with local roots.
A skeptical reader of the published data will naturally wonder to what extent underlying connections with 
the United States in European M&A transactions may have infl uenced the very high rate of selection of American 
legal advisors in European deals. For example, the presence of a U.S. bidder for a European company may infl u-
ence the selection of an American legal advisor by one or more of the transaction participants. In order to screen 
such bias from the results, I analyzed data for announced European transactions in 2005 excluding any transac-
tions involving a U.S. acquirer or target. Nevertheless, four of the top ten legal advisors ranked by value, and half 
of the top twenty, were American law fi rms.15) Thus, even in transactions that contain no primary nexus to the 
United States, American legal advisors are often engaged by transaction participants.
The data supports the conclusion that the seemingly dominant presence of American forces in the global 
economy is less due to the de facto superpower status of the United States than to the technology and experience 
10) Bloomberg, L. P., “Bloomberg 2005 Global Legal Mergers & Acquisitions Rankings”, dated January 3, 2006, p. 7 (M&A 
Legal Advisory League Table: Global Announced Deals Ranked by Volume).
11) Id. at p. 8 (M&A Legal Advisory League Table: Global Announced Deals, Ranked by Count).
12) Id. at p. 13 (M&A Legal Advisory League Table: Cross Border Global Announced Deals, Ranked by Volume).
13) Id. at p. 19 (M&A Legal Advisory League Table: Europe Announced Deals, European Target or Seller, Ranked by Volume).
14) See, e.g., Dealogic, “Dealogic M&A Review”, dated January 4, 2006, p. 17. (Announced League Tables: Global Announced 
M&A and European Announced M&A).
15) Global mergers and acquisitions data of transactions announced in the calendar year 2005 collected by Thomson Financial 
was analyzed to exclude transactions involving a U.S. acquirer or target.
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that American advisors offer transaction participants who are free to choose whomever they please in the 
intensely competitive “turbo-capitalist” global market, to borrow a phrase from Professor Brunkhorst. In this 
light, the continued and expanding role of America in globalization can be seen, not as the imposition of some 
new hegemony, but as the voluntary inclusion at the invitation of European, Asian and other non-U.S. transaction 
participants, for which continued encouragement and cooperative inclusion, rather than the imposition of deaden-
ing supranational structural barriers, seems the appropriate course toward achieving a global functional order 
capable of actualizing economic freedom.
IV. The Mirror Turned Inward: Deconstructing Anti-Americanism
Corollary to the preference of American advisors in international transactions is the general lack of anti-
American sentiment in international commercial and fi nancial markets. In fact, it is not simply anti-American 
sentiments which are suppressed in global markets. As economic freedom increases, so too do the fl ows of 
 capital, labor and goods. This results in both intensifying competition and increased opportunities in new or 
expanding markets. In this environment, the most successful economic actors are those which maintain careful 
detachment from national, regional or local prejudices. This is because operational limitations imposed to satisfy 
such prejudices generally limit economic opportunities and increase costs, to the extent of exclusion of potential 
customers, effi ciencies achievable through scale or low-cost production, or reduced access to supplies, fi nancial 
resources or services. Moreover, intensifying global competition typically means that any such result will proffer 
advantage to competitors not limited by such prejudice, which can ultimately endanger an enterprise’s long term 
prospects or existence. Global markets punish prejudice.
Nevertheless, globalization is hardly established fact, as we have discussed, and such prejudice frequently 
creeps into markets, generally to the detriment of all involved. For example, China has actively cultivated anti-
Japanese and anti-American nationalism as part of the formation of its post-war national identity. However, anti-
Japanese rioting in April 2005 ended in international embarrassment to China and, more signifi cantly, strategic 
rethinking by Japanese and other international corporations, fi nancial institutions and governments regarding the 
political risk environment in China, resulting potentially in reallocation of investments to alternative markets. The 
cultivation of these prejudices again wrought unexpected consequences later in 2005, when the takeover bid 
launched by China National Offshore Oil Company for Unocal Corporation in the United States was effectively 
defeated in part by the ability of the Unocal board of directors to rally anti-Chinese sentiment in America at a 
time when China’s anti-American prejudices had infl amed such moods. With the chain reaction set, other losers 
emerged, as the anti-Chinese reaction in America ultimately deprived Unocal shareholders of the opportunity of 
choosing for themselves. It is noteworthy that the cultivation and use of prejudice by various state and non-state 
actors avoidably created barriers to the effi ciency and development of national and regional economies and the 
global economic system.
Analysis of the popular phenomenon of anti-Americanism consequently requires special handling. As we 
have seen, the prominence of American infl uence in global commercial and fi nancial markets, and the develop-
Americanism in Global Markets 203
ment and fl ourishing of those markets through diverse national and other legal structures via the agreement and 
creativity of transaction participants, rather than normatively imposed supranational organizations, can plausibly 
be explained and advocated. Moreover, prejudice fi nds little comfort in globalization. In this light, anti-American-
ism echoing within various circles comes to be seen as a more limited phenomenon often bound to its conclusions 
not by reason but through the predestination of its root causes, which are frequently local.
While beyond the scope of this study, a wellspring of productive research awaits the scholar inspired by the 
challenge of cataloging and deconstructing strains of anti-Americanism, tying their prejudice to underlying inten-
tions and ideologies, which in turn may yield yet further fi elds of study. Why is it, for example, that various 
groups and individuals have expended such extraordinary energy to reimagine widely understood concepts such 
as “imperialism” and “hegemony” in order to apply these words, as redefi ned, to contemporary American society 
or politics? What emotions do these words evoke that inspires the contortion of their usual meanings to deploy 
against the United States in their rhetorical systems? Similarly, one might explore how the term “multilateral” has 
been reimagined to systematically exclude the numerous multinational forums through which the United States 
engages in diplomacy. As redefi ned, it applies exclusively to actions undertaken through a strikingly limited set of 
specifi ed international organizations or procedures, such as the United Nations or the Kyoto Protocol process. 
Often discounted are America’s contributions to multilateral organizations such as the North Atlantic Treaty 
Organization (the most successful multilateral organization of the twentieth century), the World Trade Organiza-
tion, the International Monetary Fund or the World Bank, which themselves receive separate derision in many 
anti-American circles. In turn, the word “unilateral” is reimagined to become a designator for multilateral cooper-
ation outside a pre-ordained framework. Multilateral organizations or efforts perceived as providing alternatives 
to the privileged framework are disparaged.
The role of America in global affairs deserves more nuanced attention, and the understanding of anti- 
American currents in Europe and elsewhere can perhaps be illuminated by turning a mirror inward.
